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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。

まえがき 

この規格は，産業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本鉄道電気技術協会

（JREEA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産業規格を制定すべ

きとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，国土交通大臣が制定した日本産業規格である。こ

れによって，JIS E 4018:2012 は廃止され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。国土交通大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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鉄道環境における人体ばく露を考慮した 

電子・電気機器から発生する磁界レベル－測定手順 

Magnetic field levels generated by electronic and electrical apparatus in  

the railway environment with respect to human exposure- 

Measurement procedures 

 
序文 

この規格は，2019 年に第 1 版として発行された IEC 62597 を基とし，我が国の実情に合わせて技術的内

容及び構成を変更して作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある箇所は，対応国際規格を変更している事項である。技術的差

異の一覧表にその説明を付けて，附属書 JB に示す。また，附属書 JA は対応国際規格にはない事項であ

る。 

1 適用範囲 

この規格は，人体への電磁界ばく露に関して鉄道環境で用いられる装置，システム及び地上設備の電子・

電気機器から発生する周波数範囲 0 Hz～300 GHz の電界及び磁界レベルの測定及び計算手順について規定

する。 

鉄道環境における電磁界発生源の物理的性質のため，20 kHz より高い周波数の電磁界が想定されないの

で，技術的考察及び測定は，20 kHz 以下の周波数について規定する。 

鉄道環境内の電磁界ばく露に対する人体防護に関する規制は，世界各国で異なっている。この規格は，

測定，シミュレーション・計算及び評価に関する手順について規定する。 

測定手順及び測定点は，植込み型医療機器装着者に対しても適用する。 

この規格は，鉄道環境内における電子・電気機器から発生する磁界中の植込み型医療機器装着者のリス

ク評価には適用しない。 

この規格は，公衆及び係員の個人用電子機器（例えば，携帯電話，ラップトップコンピュータ，無線通

信システムなど）には適用しない。 

この規格は，20 kHz 超の送信設備には適用しない。 

注記 1 我が国では 10 kHz 以上は電波法・電波防護指針で監理・規制されている。 

注記 2 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 

IEC 62597:2019，Magnetic field levels generated by electronic and electrical apparatus in the railway 


